
   令和４年度 第１回 

   桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議次第 

 

日時 令和４年１１月８日（水）午後１時３０分～ 

場所 桶川市役所 ５Ｆ 全員協議会室      

 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 概要説明 

 （１）桶川市の現状及び総合戦略と人口ビジョンの概要について・・・・・・資料 1～5 

 

４ 議  題 

 （１）成果指標の達成状況について・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料 6～7-2 

 

 （２）次期総合戦略の策定について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 8 

 

５ そ の 他 

 （１）桶川市第六次総合計画基本構想（素案）概要について・・・・・・・・・ 資料 9 

 

６ 閉  会 
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   資料１・・・・・・・桶川市の現状について 

   資料２・・・・・・・桶川市の人口について 

   資料３・・・・・・・総合戦略の概要 

   資料４・・・・・・・年齢別人口動向等（過去１０か年平均） 

   資料５・・・・・・・国の地方創生と桶川市の主な取組 

   資料６・・・・・・・成果指標の推移一覧 

   資料７－１,２ ・・・令和３年度、令和４年度の主な取組一覧 

   資料８・・・・・・・次期総合戦略の策定に向けたスケジュール 

   資料９・・・・・・・桶川市第六次総合計画基本構想（素案）概要 

   補足資料１・・・・・桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議委員名簿 

   補足資料２・・・・・桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議設置要綱 

   補足資料３・・・・・転入・転出アンケート集計結果 



桶川市の現状について

１. 立地の状況

①都心から40ｋｍ圏に位置しています。
②良好な住宅都市の様相を呈しています。
③各地区（６地区）に特性があります。

２. まち並みの特徴

①市街化区域は、中心市街地と新市街地から構成されています。
②中心市街地は、主に昭和３５年からの急速な人口増加に伴い形成
された住宅地となっています。一方、新市街地は主に近年の土地
区画整理事業により形成された住宅地となっています。

③市街化調整区域は、豊かな自然と住宅が共存しています。

【資料１】

図１：桶川市の位置図

図２：地区区分図

図３：中心市街地と新市街地

図４：全体概要図



桶川市の人口について

１．桶川市の人口推移

【図１】 人口・世帯数の推移

【図２】 桶川市の転入、転出状況（県内）

▶ 本市の人口は昭和35年より急激に増加し、ここ数年は概ね横ばいで推移してい

ましたが、近年緩やかな減少傾向にあり、令和4年4月1日時点で74,691人となっ

ています。一方、世帯数は年々増加を続けており、同時点で33,425世帯となって

います。【図１】

▶ 転出、転入状況は、ともに上尾市、さいたま市、北本市が上位になっており、近隣

市での 移動が多くなっています。【図２】

【図３】 通勤・通学先の状況

【資料２】

３．通勤・通学先について

▶ 市民の通勤・通学先は、東京都内・さいたま市・上尾市の順となっており、雇用等を都心

（政令市）に依存している状況にあります。

▶ 一方で、桶川市へ通勤・通学している方は、上尾市・北本市・鴻巣市の順となっており、

近隣自治体からの流入が多い状況にあります。【図３】

２．地区別の人口増減

▶ 平成２７年と令和４年の同時点での人口を比較すると、土地区画整理事業を実施した

坂田地区、日出谷地区は増加しています。

▶ 土地区画整理事業による新たな宅地供給により、人口が増加しているものと推察されま

す。【表１】

【表１】 地区別人口

出典：桶川市統計書(R2）

出典 桶川市住民基本台帳人口

項 目
人口 増減

(R4-H27)H27.4.1 R4.4.1

駅 東 側 周 辺 １２，６０５ １２，４３２ －１７３

駅 西 側 周 辺 １６，４１６ １６，０１４ －４０２

坂 田 地 区 １５，２６０ １５，９７６ ７１６

日 出 谷 地 区 １６，８１５ １７，３６１ ５４６

加 納 地 区 ７，２９４ ６，９０９ －３８５

川 田 谷 地 区 ６，７４０ ５，９９９ －７４１

合 計 ７５，１３０ ７４，６９１ －４３９
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出典：国勢調査(R2）



総合戦略の概要

１．桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要（平成２８年３月策定）

■ 総合戦略の内容

 平成２７年度から令和４年度までの８か年の計画。（令和４年３月改定）

※次期総合戦略策定まで現計画の計画期間を延長

 人口ビジョンに掲げる将来目標人口を設定。

 将来目標人口の実現に必要な方針と施策を策定。

 施策の展開にあたり「進行管理と効果検証」ＰＤＣＡの徹底。

人口ビジョンに掲げる将来目標人口（長期）

２０４０年（令和２２年） ６４，０００人以上

２０６０年（令和４２年） ５６，０００人以上

総合戦略の計画期間（７か年）における目標人口（短期）

２０２３年（令和 ５年１月１日） ７４，０００人以上

２０１６年（平成２８年１月１日） ７５，０７１人

２．桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の効果的な推進

【資料３】

本戦略を効果的に推進していくためには、ライフステージに着目する必要があり

ます。特に転出などにより減少している若者や、住宅を取得する子育て世帯に対し、

効果的な施策を展開することにより、ライフサイクルの好循環を促します。

ふるさと回帰による２世帯同居又は近居による親の子育て支援など、さまざまな

派生する効果を相乗させ「つながりつづけるまちづくり」を醸成していきます。

移住

結婚 就職 進学

子育て 定住

・居住環境の整備
・子育て支援

子ども
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年齢別人口動向等（過去10か年平均）

・縦軸は、増減率を示す。１は人口増減が０の状態。
１より高い場合は増加、１より低い場合は減少と
なる。

・子育て世代（子どもと親）は増加傾向にある一方、
就労時（22→23歳）から数年間は減少が顕著と
なる。

・都心から通勤・通学の便が良く、土地区画整理事
業（坂田地区・日出谷地区）により良好な都市基
盤が形成されていることから子育て世代が転入超
過の傾向にある。子育て世代にとって、ライフス
テージ（子育て、教育、就労など）を描きやすい
ことが増加の要因と考えられる。

◆ 通勤・通学先の状況

【資料４】

出典 桶川市住民基本台帳人口

項 目
人口 増減

(R4-H27)H27.4.1 R4.4.1

駅東側周辺 １２，６０５ １２，４３２ －１７３

駅西側周辺 １６，４１６ １６，０１４ －４０２

坂 田 地 区 １５，２６０ １５，９７６ ７１６

日出谷地区 １６，８１５ １７，３６１ ５４６

加 納 地 区 ７，２９４ ６，９０９ －３８５

川田谷地区 ６，７４０ ５，９９９ －７４１

合 計 ７５，１３０ ７４，６９１ －４３９

出典：国勢調査(R2）

◆ 地区別の人口増減◆ １歳毎年齢別人口増減

保育
小学校

中学校
高校

大学
就労

就労（結婚・定住・子育て）
定年（地域コミュニティ・福祉・健康）

6ヵ年
6ヵ年

3ヵ年
3ヵ年

4ヵ年
想定10ヵ年

想定20～30ヵ年

幼児を持つ世帯の転入 大学卒業・就労による転出

←小中高は大きな変動はない→

ファミリー層の転入 子ども独立に伴う住み替え転居

転入 転出 転入 転出

子 親
親子の関係（相関関係）

■子育て環境（保育、教育等）
■生活環境（防災・生活利便）
■通学、通勤の至便（公共交通等）

■子育て環境（保育、教育等）
■生活環境（防災・生活利便）
■通学、通勤の至便（公共交通等）

■生活環境（防災・生活利便）
■高齢福祉、健康長寿



〈検討体制〉
桶川市まち・ひと・しごと創生
・推進本部会議
・検討委員会
・有識者会議（本会議）

国の地方創生と桶川市の主な取組 【資料５】

■まち・ひと・しごと
創生法の成立

（H26.11）

国
の
主
な
取
組

市
の
主
な
取
組

■まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定

（H26.12）
〈背景〉
●人口減少の進行
●東京一極集中の加速
●地域経済の低迷

〈目標〉
●人口減少の歯止め
●東京一極集中の是正
●地域経済の活性化

■第2期
まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定

（R1.12）

〈背景〉
●人口減少の進行
●東京一極集中の加速
●地域経済の低迷

＋
●新型コロナウイルス
感染症の影響
（R2.12追加）

〈目標〉
●人口減少を和らげる
●東京一極集中の是正
●人口減少に適応した地域
●地域内経済循環の実現

〇将来人口の分析
〇総合戦略素案の検討

■桶川市人口ビジョン
の策定（H28.3）

■桶川市
まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定（H28.3）

■第2期桶川市
まち・ひと・しごと
創生総合戦略の検討

地域活性化・地域住民生活等
緊急支援交付金（H26-H27年度）
◆地域消費喚起・生活支援型
☞桶川市内共通プレミアム付き商品券
発行事業 （国費79,208千円）

◆地方創生先行型（基礎交付）
・ 桶川市総合戦略策定事業
（国費7,312千円）

・ 新たな図書館施設整備による次世代の
知の広場の推進事業（国費26,493千円）

・ 小１プロブレム対策推進事業
（国費7,105千円）

・ 多子世帯保育料軽減事業
（国費5,000千円）

地方創生拠点整備交付金
（H28-29年度）
◆古民家おもてなしプロジェクト
☞べに花ふるさと館の改修
事業費99,500千円
うち国費47,200千円
※平成29年度へ繰り越し

一部改訂
（H29.3）

〈背景〉
●合計特殊出生率の低下
●就業・就学による転出

〈目標〉
●合計特殊出生率の向上
●転入者数の増加
●製造業従業者数の増加

〈背景〉
●自然減の増加
●合計特殊出生率の低下
●就業・就学による転出

計
画
・
会
議

総
合
戦
略
関
連
交
付
金



（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

※1　：　令和２年埼玉県保健統計年報による

※2　：　年齢別人口集計表による（各年１月１日時点）

※3　：　市民アンケート調査結果による（令和元年12月実施）

成果指標の推移一覧

指標

住み続けたいと思う若者の
割合（18～29歳）

59.1%
(H26)

－ － 65%

目標値(R4)

50%

1.03
(H4/H30)

28.3歳

Ｈ30成果

②

③

④

現状値 Ｈ27成果 Ｈ29成果Ｈ28成果

⑤

子どもを産み、育てやすいと
感じる市民の割合

－ － －

30.0歳

－

54.5%

63.5%

4年前の2～4歳人口における
4年後の6～8歳人口の割合

1.01
(H27/H23)

－ －

女性の初婚年齢
30.1歳
（H25）

29.4歳 29.1歳

●　基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

1.23
(H22～H26平均)

1.25 1.20 1.35

指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果 目標値(R4)

合計特殊出生率①

Ｈ29成果

1.31 →

直近比較R1成果

1.19

Ｈ30成果

1.18

R2成果

直近比較

↗

↘

↗

↗－

R1成果

29.4

1.05 ※2
（R1/H27）

67.6% ※3

R2成果

30.5

1.06 ※2
（R2/H28）

-

-82.8% ※3

29.0歳

－

－

R3成果

R3成果

30.0

1.04 ※2
（R３/H2９）

-

-

1.19※1

【資料６】

Ｐ1



（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

※１　：　市民アンケート調査結果による（令和元年１２月実施）

※２　：　改修工事に伴い平成２９年４月～１０月の実績

100%

都市計画道路の整備率
57.6%
(H26)

277,275人

75%↗

↗

↗

135,000人

桶川駅東口駅前広場及び
駅東口通り線の用地買収率

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

計画検討 計画検討

駅西口図書館来館者数 －　

21% 46%

べに花ふるさと館
来場者数

⑧

目標値(R4)

●　基本目標２　　新しいひとの流れをつくる

Ｈ29成果指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果

⑨

⑥

指標 現状値 Ｈ27成果 Ｈ28成果

坂田地区の生活拠点形成、坂田東西
保留地における公共施設等の整備

計画検討
(H27)

計画検討 事業着手

⑦

目標値(R4)

転入者数
2,589人
(H26)

2,648人 2,897人 2,600人

Ｈ30成果Ｈ29成果 R1成果

2,842人

R2成果 R3成果

2,677人

公共施設
等の建設

土地区画整理事業施行
地区の使用収益開始率

82.3%
(H26)

92.0% 92.8% 98.5%98.0%

公共施設
等の建設

96.8%

設計業務 開館

99.7% 100.0%

- →

-

-

50%

道の駅による拠点形成 概成

51.6%※１

373,269人 613,956人 500,000人

－

10,164人

655,662人

計画検討

47.8%

10,337人

660,030人

計画検討

10,318人

↗

↗

↗

↗

16,000人

-

-

310,643人

↗

駅利用者及び駅自由
通路往来者数

11,000人
(H26)

10,382人

住みよいと感じる市民の数
45%

(H26)
－ －

直近比較

↘

直近比較

→

Ｈ30成果

2,991人

74.2%

54%

73.5%

49%

循環バス年間乗車数

78%

144,239人

73.3% 73.3%

21%
(H26)

604,581人

計画検討

74,906人

74.5%

72%

113,838人

278,341人 279,880人
289,200人

(H26)
280,427人 272,872人

103,710人
(H27)

計画検討
(H27)

101,296人

R2成果

10,827人

300,000人

R1成果

3,051人

70,072人※2

-

-

380,236人

事業者公募

54,963人

75.2%

R3成果

2,788人

事業着手

46,134人

75.0%

75%

142,405人

Ｐ2



（１）成果指標（ＫＰＩ）

（２）施策の効果を図る指標（ＫＰＩ）

Ｈ３０成果

3,902人

Ｈ２９成果

3,999人

７５,０７１人 ７５,２６６人 ７５,２３４人

R1成果

R1成果

⑳

⑲

●　将来目標人口（KGI）の達成状況

⑰

●　基本目標３　　安定した雇用を創出する

指標 現状値 Ｈ２７成果 Ｈ２８成果

R3成果

1件

12月末公表予定

12月末公表予定製造業事業所数
91ヶ所
(H25)

92ヶ所 101ヶ所

1,241億円

85ヶ所

指標

７４,０００人

（平成３０年度）

74ヶ所

1,220億円

目標値(R4)Ｈ３０成果

↘

直近比較

→

↘

↘

1件

1,240億円

69ヶ所

12月末公表予定3,854人

R2成果

0件

1,309億円

７５,４０８人

95ヶ所

1,153億円 1,219億円

4,049人

令和5年1月1日
（目標値 令和４年度）

製造品出荷額等

製造業従業者数

1,169億円
(H25)

目標値(R4)

4,115人
(H25)

4,158人 4,300人

0件

3,893人

1,278億円

2件

直近比較R3成果

平成30年1月1日

（平成２９年度）

現状値

世帯数　３１，０３６ 世帯数　３１，５１７ 世帯数　３１，８５１

平成29年1月1日

（平成２８年度）

平成28年1月1日
（現状値 平成２７年度）

Ｈ２７成果 Ｈ２８成果

誘致企業の立地件数
0件

(H27)
0件 0件⑱

Ｈ２９成果

0件

世帯数　３３，１４４

７５,２０２人

（令和２年度）

令和3年1月1日

80ヶ所

令和2年1月1日

（令和元年度）

７５,３５９人

世帯数　３２，７２８

令和4年1月1日

（令和３年度）

７４，８２２人

世帯数　３３，３３４

↘

直近比較

世帯数　３２，３４４

平成31年1月1日

R2成果

Ｐ3



新規 事業名 担当課

1-1-2

1-2-8

2 1-1-2 コミュニティ・スクール事業 学務課

3 1-1-6 小児インフルエンザ予防接種助成事業 健康増進課

4 1-2-1 スマイル相談員の配置 学校支援課

5 1-2-6 〇 ＩＣＴ支援員の配置 学校支援課

6 2-1-1 〇 災害時等情報伝達システム導入事業 安心安全課

7 2-1-1 〇 農業センター耐震改修事業 農政課

8 2-1-3 上日出谷南２号調整池整備事業 道路河川課

9 2-1-6 〇 道路照明灯LED化事業 安心安全課

10 2-1-6 歩行者等安全対策事業（ゾーン３０） 安心安全課

11 2-1-6 〇 未就学児安全対策事業 道路河川課

12 2-2-3 道の駅推進事業 道の駅整備課

13 2-3-2 駅東口整備事業 駅東口整備推進課

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

主 要 事 業

相談支援体制の充実

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点
形成

桶川駅東口駅前広場等の整備推進によるターミナル機能の確
立

学校施設の老朽化対策の実施
〇 学校プール民間委託事業 学校支援課

生活道路や公共下水道などインフラの整備

生活道路や公共下水道などインフラの整備

生活道路や公共下水道などインフラの整備

No

ICTを活用した教育機会の提供

　令和３年度の主な取組一覧

土地区画整理事業の推進

防災機能（体制等）及び施設の充実

子どもの健全な育成環境の充実

医療費等助成事業の充実

総合戦略に位置付けている取組

1
子どもの健全な育成環境の充実

防災機能（体制等）及び施設の充実

【資料7-1】
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新規 事業名 担当課

1 1-1-2 ○ いずみの学園整備事業
児童発達支援セン
ターいずみの学園

1-1-2

2-1-1

1-1-2

1-2-8

1-1-2

1-2-6

5 1-1-4 ○ 要保護児童訪問支援事業 子ども未来課

6 1-1-6 ○
予防接種事業
（子宮頸がん・帯状疱疹ワクチン）

健康増進課

7 1-1-6 ○
母子保健事業
（産婦健診・産後ケア）

健康増進課

8 1-2-4 ○ 川田谷生涯学習センター大規模改修事業 歴史民俗資料館

9 2-1-1 ○ 地域防災計画策定事業 安心安全課

2-1-2

2-1-6

11 2-1-2 河川浚渫推進事業 道路河川課

12 2-1-3 上日出谷南２号調整池整備事業 道路河川課

No

医療費等助成事業の充実

　令和４年度の主な取組一覧

防災機能（体制等）及び施設の充実

子どもの健全な育成環境の充実

医療費等助成事業の充実

地域の歴史や伝統文化についての情報発信と学習機会の提供

子育て支援機能及び施設の充実

総合戦略に位置付けている取組

子どもの健全な育成環境の充実

2

子どもの健全な育成環境の充実
3

4
ICTを活用した教育機会の提供

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

主 要 事 業

子どもの健全な育成環境の充実
○ 体育館空調設備整備事業 教育総務課

防災機能（体制等）及び施設の充実

防犯機能（体制等）及び設備の充実

学校施設の老朽化対策の実施

10
防犯機能（体制等）及び設備の充実

土地区画整理事業の推進

学校支援課

学務課

生活道路や公共下水道などインフラの整備
○ 道路河川課目沢排水路治水対策事業

学校プール民間委託事業

オンライン通信費助成事業○

【資料7-2】
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新規 事業名 担当課

13 2-1-6 ○ 通学路安全対策事業
安心安全課
道路河川課

14 2-1-6 道路照明灯ＬＥＤ化事業 安心安全課

15 2-1-6 ○ 愛宕東線整備事業 市街地整備課

16 2-2-3 道の駅推進事業 道の駅整備課

17 2-2-3 ○ 平和祈念館映像コンテンツ発信事業
桶川飛行学校平和祈
念館

18 2-3-2 駅東口整備事業 駅東口整備推進課

生活道路や公共下水道などインフラの整備

桶川駅東口駅前広場等の整備推進によるターミナル機能の確
立

生活道路や公共下水道などインフラの整備

No 総合戦略に位置付けている取組
主 要 事 業

　令和４年度の主な取組一覧

桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１：若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
基本目標２：新しいひとの流れをつくる
基本目標３：安定した雇用を創出する

生活道路や公共下水道などインフラの整備

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点
形成

道の駅や旧熊谷陸軍飛行学校桶川分教場跡地整備による拠点
形成

2 ページ



次期総合戦略策定に向けたスケジュール（予定） 【資料８】

令和４年度第１回有識者会議（本日）
議題等
・成果指標の達成状況について
・第六次総合計画基本構想（素案）概要について

令和４年度第２回有識者会議（２月予定）
議題等
・人口ビジョンについて
・国戦略について

パブリック・コメントの実施
・30日間の意見募集

令和５年度上半期（国戦略を踏まえ次期総合戦略を策定）

デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）
12月閣議決定予定
〇国は年内を目途に、まち・ひと・しごと創生総合戦略

を抜本的に改訂し、デジタル田園都市国家構想総合
戦略（仮称）を策定。

〇地方は、デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）
に基づき、地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略
の改訂に努めること。

令和５年度有識者会議
議題等
・次期総合戦略（案）について

庁内会議等
・次期総合戦略（案）の検討

１２月 ４月３月

R４年度 R５年度

１１月 １月 ２月

（作業進捗により開催時期前後）

策定



【資料９】桶川市第六次総合計画基本構想（素案）概要について



No 氏   名 備         考

1 岩 﨑 隆 志 桶川市議会

2 新 島 光 明 桶川市議会

3 岡 安 政 彦 桶川市議会

4 栁 田 千 明 桶川市ＰＴＡ連合会

5 関 口 瑞 代 桶川市私立幼稚園協会

6 田 中 二 三 子 桶川市商工会女性部

7 伊 藤 元 桶川市商工会青年部

8 礒 田 輝 昭 桶川市校長会

9 吉 田 耕 造 公益社団法人　桶川市シルバー人材センター

10 竹 中 健 司 埼玉県県央地域振興センター

11 町 田 哲 夫 元二松學舍大学教授

12 西 出 達 郎 株式会社　埼玉りそな銀行　桶川支店

13 森 本 淳 志 株式会社日本政策金融公庫さいたま支店

14 勇 有 花 子 株式会社　埼玉新聞社

桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議　委員名簿

nohara_hirofumi
タイプライタ
【補足資料１】
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   桶川市まち・ひと・しごと創生有識者会議設置要綱  

（平成２７年７月１３日市長決裁）  

 （設置）  

第１条  まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第１０

条第１項の規定に基づく桶川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下

「総合戦略」という。）の策定及び推進に当たり、総合的かつ専門的な見

地から有識者の意見を聴取するため、桶川市まち・ひと・しごと創生有

識者会議（以下「会議」という。）を設置する。  

 （所掌事項）  

第２条  会議において意見等を求める事項は、次に掲げるとおりとする。  

 (1) 桶川市人口ビジョン及び総合戦略の策定等に関すること。  

 (2) 総合戦略の企画、推進及び効果検証に関すること。  

 (3) その他総合戦略の推進に必要な事項に関すること。  

 （構成）  

第３条  会議は、専門的な知識経験を有する学識経験者及び有識者のなか

から選定した委員１５人以内で組織し、市長が委嘱する。  

 （任期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。  

２  委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。  

 （座長）  

第５条  会議に座長を置き、委員の互選により定める。  

２  座長に事故あるとき、又は欠けたときは、あらかじめ座長が指名する

委員がその職務を代理する。  

 （会議）  

第６条  会議は、座長が招集し、その議長となる。  

２  座長は、必要があると認めるときは、会議に第３条に規定する委員以

【補足資料２】  
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外の者の出席を求め、意見を聴取することができる。  

 （庶務）  

第７条  会議の庶務は、企画財政部企画調整課において処理する。  

 （その他）  

第８条  この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、

座長が別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、決裁の日から施行する。  

附  則（平成２８年４月１日市長決裁）  

 この要綱は、決裁の日から施行する。  

 

 



1356 人

性別
男 790 人
女 564 人

未回答 2 人

年齢
10歳代 18 人
20歳代 588 人
30歳代 409 人
40歳代 199 人
50歳代 84 人
60歳代 35 人

70歳以上 23 人
未回答 0 人

職業
会社員・公務員 996 人

自営業 39 人
パート・アルバイト 96 人
専業主婦・主夫 79 人

学生 34 人
無職 95 人

その他 11 人
未回答 6 人

家族構成
1人世帯 717 人
夫婦のみ 279 人

夫婦と子ども 220 人
三世代（親子孫） 28 人

その他 68 人
未回答 44 人

通勤・勤務先
桶川市 248 人
北本市 59 人
上尾市 128 人

さいたま市 214 人
東京都内 238 人

通勤・通学していない 116 人
その他 256 人
未回答 97 人

転入アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

有効回答数

58.3%

41.6%

0.1%

男

女

未回答

1.3%

43.4%

30.2%

14.7%

6.2%

2.6% 1.7%
0.0% 10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

未回答

73.5%

2.9%

7.1%

5.8%

2.5%

7.0%
0.8% 0.4%

会社員・公務員

自営業

パート・アルバイ

ト
専業主婦・主夫

学生

無職

その他

未回答

52.9%
20.6%

16.2%

2.1%

5.0%
3.2% 1人世帯

夫婦のみ

夫婦と子ども

三世代（親子

孫）
その他

未回答

18.3%
4.4%

9.4%

15.8%17.6%

8.6%

18.9%

7.2%
桶川市

北本市

上尾市

さいたま市

東京都内

通勤・通学して

いない
その他

nohara_hirofumi
タイプライタ
【補足資料３】



転入アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

転入先
東 82 人
西 26 人
南 46 人
北 61 人
寿 67 人
神明 48 人
泉 84 人
若宮 129 人
鴨川 65 人
朝日 86 人
上日出谷 107 人
下日出谷 108 人
下日出谷西 19 人
末広 103 人
坂田 88 人
坂田東 40 人
加納 41 人
篠津 0 人
五丁台 0 人
舎人新田 1 人
小針領家 0 人
倉田 7 人
赤堀 0 人
川田谷 25 人
未回答 37 人

転入前住所
埼玉県さいたま市 160 人
埼玉県上尾市 137 人
埼玉県北本市 80 人
埼玉県鴻巣市 56 人
埼玉県伊奈町 18 人
埼玉県蓮田市 9 人
埼玉県川島町 11 人
埼玉県熊谷市 20 人
埼玉県久喜市 17 人
その他埼玉県 221 人
東京都 132 人
その他（県外・国外） 474 人
未回答 21 人

以前、桶川に住んでいたことがあるか
住んでいたことがある 204 人
住んでいたことはない 1142 人

未回答 10 人 15.0%

84.2%

0.7%

住んでいた

ことがある

住んでいた

ことはない

未回答



転入アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

転入きっかけ
就職・転職・転勤 529 人
退職 31 人
進学 17 人
結婚・離婚 197 人
出産 21 人
親の介護 10 人
自宅購入 184 人
親や子との同居・近居 53 人
親からの独立 70 人
その他 101 人
未回答 143 人

転入理由
子育て支援の充実 23 人
教育・文化的環境が良い 25 人
医療・福祉の充実 21 人
買い物など日常生活の利便性 203 人
鉄道・バスなど交通の利便性 245 人
手頃な住宅価格・家賃 406 人
親や子どもが近くに住んでいる 186 人
生まれ育ったまちで愛着がある 66 人
公園や自然環境の充実 76 人
道路・水道など都市基盤の整備 23 人
特にない 201 人
未回答 252 人
その他 248 人

要望
子育て支援の充実 382 人
教育・文化的環境の向上 204 人
医療・福祉の充実 414 人
買い物など日常生活の利便性 651 人
鉄道・バスなど交通の利便性 450 人
手頃な住宅価格・家賃 245 人
公園や自然環境の充実 265 人
道路・水道など都市基盤の整備 297 人
特にない 118 人
未回答 124 人
その他 106 人



683 人

性別
男 364 人
女 317 人

未回答 2 人

年齢
10歳代 27 人
20歳代 343 人
30歳代 160 人
40歳代 81 人
50歳代 41 人
60歳代 20 人

70歳以上 10 人
未回答 1 人

職業
会社員・公務員 438 人

自営業 19 人
パート・アルバイト 60 人
専業主婦・主夫 44 人

学生 70 人
無職 36 人

その他 8 人
未回答 8 人

家族構成
1人世帯 244 人
夫婦のみ 86 人

夫婦と子ども 244 人
三世代（親子孫） 49 人

その他 30 人
未回答 30 人

通勤・勤務先
桶川市 82 人
北本市 20 人
上尾市 52 人

さいたま市 103 人
東京都内 179 人

通勤・通学していない 57 人
その他 132 人
未回答 58 人

転出アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

有効回答数
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4.4% 4.4%
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夫婦のみ

夫婦と子ども

三世代（親子

孫）
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未回答

12.0%
2.9%

7.6%

15.1%

26.2%
8.3%

19.3%

8.5%
桶川市

北本市

上尾市

さいたま市

東京都内

通勤・通学してい

ないその他

未回答

nohara_hirofumi
タイプライタ
【補足資料３】



転出アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

転出前
東 17 人
西 15 人
南 11 人
北 35 人
寿 31 人
神明 17 人
泉 44 人
若宮 47 人
鴨川 37 人
朝日 44 人
上日出谷 61 人
下日出谷 36 人
下日出谷西 17 人
末広 49 人
坂田 54 人
坂田東 16 人
加納 32 人
篠津 0 人
五丁台 2 人
舎人新田 2 人
小針領家 6 人
倉田 8 人
赤堀 0 人
川田谷 55 人
未回答 40 人

桶川に住んでいた期間
1年未満 74 人

2年から5年未満 191 人
5年から10年未満 70 人

11年以上 345 人
未回答 3 人

転出先住所
埼玉県さいたま市 88 人
埼玉県上尾市 75 人
埼玉県北本市 23 人
埼玉県鴻巣市 21 人
埼玉県伊奈町 11 人
埼玉県蓮田市 1 人
埼玉県川島町 1 人
埼玉県熊谷市 8 人
埼玉県久喜市 5 人
その他埼玉県 93 人
東京都 112 人
その他（県外・国外） 216 人
未回答 29 人

10.8%

28.0%

10.2%

50.5%

0.4% 1年未満

2年から5年未

満

5年から10年未

満

11年以上

未回答



転出アンケート単純集計報告　（H28.3～累計）

転出理由
就職・転職・転勤 283 人
退職 6 人
進学 19 人
結婚・離婚 129 人
出産 10 人
親の介護 6 人
自宅購入 50 人
親や子との同居・近居 30 人
親からの独立 40 人
その他 26 人
未回答 84 人

また住みたいか
住みたいと思う 354 人
住みたくない 33 人
わからない 237 人
未回答 59 人

もしまた住むとしたら、どのようなきっかけか
就職・転職・転勤 209 人
退職 43 人
進学 6 人
結婚・離婚 73 人
出産 34 人
親の介護 100 人
自宅購入 73 人
親や子との同居・近居 99 人
親からの独立 2 人
その他 29 人
未回答 176 人

暮らしやすかった点
子育て支援の充実 39 人
教育・文化的環境の向上 29 人
医療・福祉の充実 38 人
買い物など日常生活の利便性 256 人
鉄道・バスなど交通の利便性 167 人
手頃な住宅価格・家賃 119 人
親や子どもが近くに住んでいる 116 人
公園や自然環境の充実 160 人
道路・水道など都市基盤の整備 43 人
特にない 102 人
未回答 91 人
その他 22 人

暮らしにくかった点
子育て支援が充実していない 22 人
教育・文化的な環境が悪い 25 人
医療・福祉が充実していない 44 人
買い物などの日常生活が不便である 70 人
鉄道・バスなど交通の便が悪い 166 人
住宅価格・家賃が高い 24 人
親や子どもが近くに住んでいない 13 人
公園や自然環境が充実していない 43 人
道路などの都市基盤が整っていない 59 人
特にない 244 人
未回答 107 人
その他 41 人


